
会
計
年
度
任
用
職
員
と
は
ど

の
よ
う
な
制
度
で
、
今
ま
で

の
非
常
勤
職
員
や
臨
時
職
員
と
の
違

い
は
何
か
。

今
ま
で
採
用
し
て
き
た
非
常

勤
職
員
や
臨
時
職
員
と
い
っ

た
正
規
職
員
以
外
の
職
員
が
新
た
に

法
律
に
規
定
さ
れ
、
会
計
年
度
任
用

職
員
と
な
る
制
度
で
あ
る
。
地
方
公

務
員
法
が
適
用
さ
れ
る
一
般
職
と
し

て
位
置
付
け
ら
れ
る
。
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情報公開の結果について
　平成 30 年度に公開請求を受け付けた公文書の件数は、

372 件でした。そのうち文書のすべてを公開したものが

33 件、プライバシーに配慮して氏名や印影など、文書の

一部を公開しない部分公開が 339 件でした。

議会運営委員会
　2月 13 日と定例会中の 5日間、会
議を開き、本会議を円滑かつ効率的に
進行するため、議事日程、質疑質問者
の人数、採決の方法や順序などについ
て各会派間の協議を行いました。また、
請願 1件を継続審査すべきものと決定
しました。

　3月 1日に常任委員会を開き、議案および請願の審査などを
行いました。審査の結果、議案 46件を原案の通り可決、1件を
修正可決すべきものと決定しました。また、請願 3件を不採択と
すべきものと決定しました。
　3月1日、4日、12日には特別委員会を開き、付託案件の審
査を行いました。

常 任 委 員 会特 別 委 員 会

児
童
虐
待
防
止
対
策
体
制
の

強
化
に
つ
い
て
伺
う
。

児
童
福
祉
司
35
名
、
児
童
心

理
司
７
名
、
合
わ
せ
て
42
名

を
増
員
し
、
児
童
福
祉
司
は
各
児
童

相
談
所
の
虐
待
件
数
に
応
じ
て
配
置

す
る
。
ま
た
、
泣
き
声
の
通
告
な
ど
、

比
較
的
リ
ス
ク
が
低
い
と
児
童
相
談

所
が
判
断
し
た
場
合
は
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
な
ど
民
間
団
体
に
安
全
確
認
業
務

を
委
託
す
る
。

 

埼
玉
県
職
員
定
数
条
例
の
一
部

 

を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

■
■
■ 

企
画
財
政
委
員
会

QA

■
■
■ 

総
務
県
民
生
活
委
員
会

Q

水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
在
の

技
術
水
準
に
つ
い
て
、
課
題

や
問
題
点
は
な
い
の
か
。

水
素
価
格
は
通
常
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
に
比
べ
て
高
い
こ
と
が

課
題
で
あ
る
。
ま
た
、
燃
料
電
池
自

動
車
が
高
額
で
あ
り
、
水
素
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
の
建
設
費
も
安
全
対
策
の
関

係
か
ら
非
常
に
高
額
と
な
っ
て
い
る
。

■
■
■ 

環
境
農
林
委
員
会

QA

草
加
支
所
を
本
所
化
し
、
草
加

児
童
相
談
所
と
す
る
こ
と
で
、

ど
の
よ
う
な
効
果
が
あ
る
の
か
。

所
長
が
配
置
さ
れ
る
こ
と
に

よ
り
、
緊
急
の
一
時
保
護
な

ど
、
所
長
の
判
断
や
決
定
を
要
す
る

ケ
ー
ス
に
つ
い
て
、
意
思
決
定
の
迅

速
化
が
図
ら
れ
る
。
ま
た
、
里
親
推

進
担
当
な
ど
が
設
置
さ
れ
、
体
制
が

強
化
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
児
童
福
祉

司
の
負
担
も
軽
減
さ
れ
る
。

■
■
■ 

福
祉
保
健
医
療
委
員
会

こ
の
事
業
に
お
け
る
期
間
の

延
長
や
、
総
事
業
費
の
増
額

を
伴
う
工
法
の
変
更
に
つ
い
て
、
計
画

時
に
想
定
で
き
な
か
っ
た
の
か
。

利
根
大
堰
に
つ
い
て
、
当
初

想
定
し
て

い
た
以
上
に
、
夏

場
の
洪
水
な
ど
で

土
砂
が
堆
積
し
た

た
め
、
計
画
を
変

更
し
た
。

■
■
■ 

産
業
労
働
企
業
委
員
会

QA

こ
の
事
業
に
お
け
る
県
と
市

の
事
業
費
負
担
割
合
が
２
分

の
１
ず
つ
と
さ
れ
た
の
は
な
ぜ
か
。

県
は
県
下
一
番
の
開
か
ず
の

踏
切
の
除
却
や
春
日
部
駅
の

機
能
強
化
に
よ
る
県
東
部
地
域
で
広

範
囲
の
効
果
が
、
市
は
中
心
市
街
地

の
一
体
化
に
よ
る
に
ぎ
わ
い
の
創
出

な
ど
が
そ
れ
ぞ
れ
期
待
さ
れ
る
。
両

者
に
同
程
度
の
受
益
が
見
込
ま
れ
る

た
め
、
費
用
負
担
も
同
等
と
し
た
。

■
■
■ 

県
土
都
市
整
備
委
員
会

本
来
雇
用
さ
れ
る
べ
き
障
害

の
あ
る
方
が
雇
用
さ
れ
な
か

っ
た
こ
と
が
一
番
の
問
題
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
を
し
っ
か
り
認
識
し
、
反

省
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

法
定
雇
用
率
に
達
し
て
い
な

い
１
９
２
名
分
に
つ
い
て
、

本
来
な
ら
障
害
の
あ
る
方
が
雇
用
さ

れ
て
い
た
は
ず
で
あ
り
、
非
常
に
申

し
訳
な
く
思
う
。
こ
れ
を
２
年
間
で

回
復
し
て
い
き
た
い
。

■
■
■ 

文
教
委
員
会

自
動
起
動
式
発
動
発
電
機
の
整

備
の
必
要
性
に
つ
い
て
伺
う
。

災
害
な
ど
の
停
電
時
に
、
自

動
的
に
発
電
機
を
起
動
さ
せ

信
号
機
に
電
力
を
供
給
す
る
。
主
要

国
道
の
交
通
安
全
の
確
保
だ
け
で
な

く
、
停
電
し
た
交
差
点
に
警
察
官
を

配
置
す
る
必
要
も
な
く
な
る
た
め
、

人
命
救
助
に
振
り
向
け
る
こ
と
が
可

能
と
な
る
。

■
■
■ 

警
察
危
機
管
理
防
災
委
員
会

QA

QA

QA

QA

自然再生・
循環社会対策特別委員会
低炭素社会の構築に向けた取り
組みについて審査

地方創生・行財政改革
特別委員会
行財政改革について審査

公社事業対策特別委員会
（公財）いきいき埼玉、（公財）
埼玉県芸術文化振興財団および
（福）埼玉県社会福祉事業団におけ
る改革の取り組みについて審査

少子・高齢福祉社会対策
特別委員会
子育て支援、児童虐待防止対策
について審査

経済・雇用対策特別委員会
中小企業の海外展開・企業誘致
について審査

危機管理・
大規模災害対策特別委員会
社会インフラの災害対策につ
いて審査

人材育成・文化・スポーツ
振興特別委員会
文化の振興について審査

A

 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等

 

に
関
す
る
条
例
に
つ
い
て

 

水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
の

 

課
題
や
問
題
点
に
つ
い
て

 

越
谷
児
童
相
談
所
草
加
支
所
を

 

本
所
化
す
る
こ
と
に
つ
い
て

 

利
根
導
水
路
大
規
模
地
震

 

対
策
事
業
に
つ
い
て
 

春
日
部
市
の
連
続
立
体
交
差

 

事
業
に
つ
い
て

 

障
害
者
雇
用
の
水
増
し
に

 

つ
い
て

 

平
成
30
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

 

補
正
予
算（
第
４
号
）に
つ
い
て

　平成 30年 9月定例会で地方自治法第 100条に基づき設置された本委員会は、平成 31年 2月定例会
で調査報告書を作成し、議長に提出しました。
　調査報告書では、農地転用手続きが不適切、県組織のガバナンスが不十分、県農林行政への信用失墜、
許可後における市との連絡・調整が不十分であると指摘をした上で、県民全体の利益を守り、失墜した県
農林行政への信頼を回復するため、県は、再度、適正な手続きにより本件事案を見直し、精査し、その結
果に基づき適切な処分を行うとともに、議会に報告すべきことを指摘しました。なお、熊谷市にも同様の
対応をすべきことを申し添えました。

熊谷市上之地内における農地転用許可等調査特別委員会
調査報告書を議長に提出

埼玉県議会 検索埼玉県議会のホームページで、委員会会議録の概要を公開しています。各種検索サイトから


